
登録政治資金監査人アンケート調査結果

日本税理士会連合会
公益活動対策部

2,984 件

525 件

①　契約団体数
1250 団体

2.38 団体

②　監査日数

監査日数
 1～ 5日 1080件 (86.4％)
 6～10日 61件 (4.9％)
11～15日 21件 (1.7％)
16～20日 3件 (0.2％)
21日～  10件 (0.8％)
無回答 75件 (6％)
総件数 1250件

③監査時間

監査時間
0～ 20時間 955件 (76.4％)
 ～ 40時間 152件 (12.2％)
 ～ 80時間 23件 (1.8％)
 ～100時間 5件 (0.4％)
100時間以上 12件 (1％)

無回答 103件 (8.2％)
総件数 1250件

④使用人

使用人
有り 319件 (25.5％)
なし 605件 (48.4％)
無回答 326件 (26.1％)
総件数 1250件

使用人有りの場合の平均人数
1.46 人

件数

※「～80時間」のうち2件は3団体、1件は2団体合計での回答
※「～100時間」のうち1件は3団体合計で回答
※「100時間以上」のうち1件は3団体合計での回答

件数

※6～10日（うち2件）は3団体合計で回答
※21日以上（うち1件）は3団体合計での回答

１人当たり平均契約団体数

件数

１　登録政治資金監査人としての契約団体数、監査日数等

就任者回答件数 （総回答件数1,317件：回収率44％）

アンケート送付対象：登録政治資金監査人登録者（一部税理士会は就任者のみに送付）

送付件数

1～5日

86.4%

6～10日

4.9%

11～15日

1.7%

16～20日

0.2%

21日以上

0.8% 無回答

6.0%

0～20時間

76.4%

～40時間

12.2%

～60時間

1.8%

～80時間

0.4%

～100時間

1.0% 無回答

8.2%

使用人

有り

25.5%

使用人

なし

48.4%

無回答

26.1%
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契約の経緯 回答者数 件数

145人 282件 (26.8％)

59人 68件 (6.5％)

561人 1052件

問題
なし 474 (90.3％)
有り 26 (5％)
無回答 25 (4.8％)
総件数 525件

○ 資料等の不備（領収書の宛先間違いなど）　〔５件〕
○ 団体に対する監査制度の周知不足　〔３件〕
○ 報酬の値切、値引要請　〔３件〕
○ 日程調整難航　〔３件〕
○ 責任者としての自覚の欠如　〔１件〕
○ 経理知識の不足　〔１件〕
○ 管理下に対象外の団体があり、全体が不透明　〔１件〕
○ その他　〔４件〕

問題
なし 458 (87.2％)
有り 35 (6.7％)

無回答 32 (6.1％)
総件数 525件

※複数項目にわたる意見あり。
○ 会計責任者は名目のみで会計知識が不十分　〔12件〕
○ 日程調整難航　〔６件〕
○ 責任感、自覚が足りない　〔３件〕
○ 政治資金規正法等の法律知識不足　〔２件〕
○ ヒアリングの重要性の認識欠如　〔１件〕
○ 会計責任者に対する指導研修が必要　〔１件〕
○ 資料の保存等の不備　〔１件〕
○ その他　〔９件〕

寄せられた意見（21件）

４　会計責任者との関係での問題

件数

寄せられた意見（34件）

件数

知人の紹介

その他

総件数

３　国会議員関係政治団体との関係での問題

税理士会からの推薦 39人 59件 (5.6％)

２　国会議員関係政治団体と契約した経緯（複数回答含む）

国会議員からの直接要請 318人 643件 (61.1％)

国会議員

からの要

請

61.1%税理士会

からの要

請

5.6%

知人の紹

介

26.8%

その他

6.5%

問題なし

90.3%

問題あり

5.0%

無回答

4.8%

問題なし

87.2%

問題あり

6.7%
無回答

6.1%
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問題

なし 318 (60.6％)

有り 168 (32％)

無回答 39 (7.4％)

総件数 525件

寄せられた意見（210件）
○ 現行監査制度について　〔23件〕 ○ 政治団体の不備　〔14件〕
○ 領収書関係　〔38件〕 ○ 選挙時の対応　〔１件〕
○ 収支報告書関係　〔２件〕 ○ 会計責任者の知識不足　〔17件〕
○ 報酬関係　〔８件〕 ○ その他要望事項等　〔17件〕
○ 振込明細書関係　〔５件〕 ○ その他　〔32件〕
○ 収入金額　〔10件〕
○ 支出の処理　〔６件〕
○ 会計帳簿　〔13件〕
○ 支出の処理　〔６件〕

５　実務の中での問題点

件数

問題点

なし

60.6%

問題点

あり

32.0%

無回答

7.4%

現行監査制度の不備

11.0%

領収書関係

18.1%

収支報告書関係

1.0%

報酬関係

3.8%

振込明細書関係

2.4%

収入金額

4.8%
支出の処理

2.9%会計帳簿関係

6.2%その他の会計処理

11.4%

政治団体の不備

6.7%

選挙時の対応

0.5%

会計責任者の知識不

足

8.1%

システムの改善

1.0%

研修の実施

1.4%

指針等の整備

3.3%

監査人の責任、意見

（権限）

2.4%

その他

15.2%

意見総数

210件
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６　就任する税理士への研修で必要と思われる事項
※意見の中には一部未就任者によるものも含む。

 
研修内容全般的な提案 50 (31.8%)
研修内容個別的な提案 55 (35%)
実施時期の提案 3 (1.9%)
実施方法の提案 3 (1.9%)
マニュアル等作成 2 (1.3%)
テキスト・ガイドブックの充実 2 (1.3%)
その他 42 (26.8%)

157 件

寄せられた意見（157件）

○ 実務・実例研修等の実施　〔45件〕
○ レビュー・フォロー研修の実施　〔２件〕
○ 税理士が最も適している旨の普及研修　〔１件〕
○ 基本的内容を充実させた研修　〔2件〕

○ 領収書関係　〔７件〕
○ 契約書関係　〔２件〕
○ 収支報告書の記載方法、内容　〔７件〕
○ 監査報告書の記載方法　〔４件〕
○ 法令（政治資金規正法等）　〔22件〕
○ 就任する際の注意点・盲点等　〔１件〕
○ 責任の範囲の明確化　〔2件〕
○ 会計処理（会計帳簿そのもの、支出項目の区分など）　〔7件〕
○ 実施時期の提案　〔３件〕
○ 実施方法の提案　〔３件〕
○ マニュアル等の作成　〔２件〕
○ テキスト・ガイドブックの充実　〔２件〕
○ その他　〔43件〕

総件数

　　研修全般について（50件）

　　研修内容の個別的な提案（55件）
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